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　2020年3月期上半期（2019年4月～2019年9月）における我
が国経済は、緩和的な金融環境下にあって、雇用情勢が着実に
改善し、個人消費が力強さを取り戻す構図が続くなど、景気は
引き続き緩やかな回復基調を維持しました。しかし、為替レー
トが円高・ドル安傾向に進んだことや、米中貿易摩擦の激化を背
景に世界経済の減速懸念が意識され、国内株式市況は一進一退
の展開となり、2市場合計※の個人株式委託売買代金は前年同期
比20.4%減少しました。
　このような経済環境下において、当社の今上半期における連
結業績は収益（売上高）が前年同期比8.7%増の1,921億円、税引
前利益が同11.3%減の480億円、親会社の所有者に帰属する四
半期利益が同17.0%減の279億円となりました。

国内株式市況の変動に対する連結業績の感応度は
低下し、収益基盤の転換が進む

株主の皆さまへ

SBIグループは
時勢を捉えた進化と深化を
愚直に続けています。

”””
““

SBIホールディングス株式会社
代表取締役社長（CEO） 北尾 吉孝
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　事業別では、金融サービス事業は全体業績に占める証券事業
の割合が大きく低下した一方で、アセットマネジメント事業
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着実に深化する地域金融機関との価値共創

連結財政状態計算書の概要

　SBIグループでは、社会的使命の一つとして、マイナス金利政
策やフィンテックによる金融イノベーションの進展、更には高
齢化社会の到来等々により、厳しい経営環境下に置かれる地域
金融機関の課題解決をサポートし、地域社会の活性化に貢献す
る取り組みを行っています。
　これまで、段階的にSBI証券やSBIマネープラザ、モーニング
スターを中心とする資産運用関連会社などSBIグループ内の金
融事業体の商品・サービスを地域金融機関に提供してきたほか、
SBIグループや投資先ベンチャー企業が有するAIやビッグデー
タ等の先進技術を活用し、地域金融機関のビジネスモデルの再
構築を支援する取り組みなど、様々な形で地域金融機関の企業
価値向上を支援してきました。今後は更に、地域金融機関との
価値共創を深化させ、国家戦略の一つである『地方創生』に貢献
するべく、「第4のメガバンク構想」を掲げ、様々な投資家ととも
に地域金融機関への投資を統括する会社を設立し、この構想に

前期末（2019年3月31日） 当第2四半期末（2019年9月30日）

負債

4兆6,435億円

現金及び
現金同等物

8,924億円

資産合計 5兆2,348億円

資本

5,913億円

負債

4兆4,716億円

現金及び
現金同等物

7,140億円

資産合計 5兆341億円

資本

5,626億円

2

1 　資産合計は5兆2,348億円 　と、前期末比
2,007億円の増加、負債合計は4兆6,435億円
と、前期末比1,719億円の増加となりました。

　資産合計における主な増加要因としては、現
金及び現金同等物が前期末比1,784億円増加し
たことが挙げられ、これはSBI証券の顧客によ
る信用取引の減少により、信用取引貸付金が減
少したためです。また、負債においては、中間
期末に向けてSBI証券の顧客による株取引の決
済が進んだことで、顧客からの預り金や受入保
証金等からなる証券業関連負債が前期末比799
億円増加したことが挙げられます。

1

2

は、韓国のSBI貯蓄銀行が引き続き安定的な利益源として大き
く貢献するとともに、投資先企業の公正価値評価に伴う評価益
を高水準で計上することができたことから、国際財務報告基準
（IFRS）適用以降初めて、上半期業績で当セグメントの税引前
利益が金融サービス事業を上回りました。バイオ関連事業は、
業績にネガティブなインパクトを与える米国クォーク社にお
いて、腎移植後臓器機能障害の予防薬が新薬承認申請手続きへ
移行できるか否かの米国食品医薬品局（FDA）の判断が2019年
12月中にも出る見込みであり、FDAの結果の如何に関わらず、
その後、計画される同社の新規株式公開あるいは保有株式の一
部ないし完全売却を通じて、当セグメントは収益化に向けて大
きく前進していきます。最後に、デジタルアセット関連事業は
2019年7月にSBI証券傘下となった暗号資産交換業を営むSBI 
VCトレードの業績が堅調に推移したほか、暗号資産のマイニン
グ事業を行うSBI Cryptoも黒字基調を維持しました。
※ 東京・名古屋証券取引所に上場している内国証券（マザーズ、JASDAQ、セント
レックス含む）
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株主の皆さまへ

　米国で、R
ロ ビ ン フ ッ ド

obinhoodといった新たな金融プラットフォーマー
のほか、チャールズ・シュワブやEトレード等の大手オンライン
証券が中心となって株取引等の手数料をゼロにする動きが急加
速しています。そうした中、SBIグループは次世代の証券事業の
形を見据え、売買手数料や現在投資家が負担している一部費用
の無料化を図るネオ証券化を段階的に推進していきます。その
ため、ネオ証券化の推進役であり、スマートフォンでの株取引
に特化したスマホ専業証券であるSBIネオモバイル証券を通じ
た若年層ユーザーの獲得を積極的に進め、リテールビジネスの
ポジショニングを更に高めるとともに、SBI証券におけるホー
ルセールビジネスを一層拡充し、株式委託手数料に依存しない
事業基盤を確立します。
　また、住信SBIネット銀行ではバンキング・アズ・ア・サービ
ス（BaaS）として銀行の一部機能を外部の大手パートナー企業
へ提供し、API連携を通じた銀行機能のアンバンドリング化（分
解）を進めつつ、キャッシュレス化の潮流に乗り、決済事業を大
幅に拡大することでネオバンク化の実現を目指しています。ネ
オバンク化構想の一環である日本航空（株）（JAL）との共同事

次世代の金融サービスの実現と
異業種企業とのアライアンス強化

　暗号資産で用いられる重要な技術の中に分散台帳技術
（DLT）がありますが、SBIグループは国際送金や貿易金融等
の金融事業における同技術の活用に注目し、世界で最もグ
ローバルスタンダードに近い技術を有すると我々が考える米
国のRipple社、R3社とそれぞれ合弁会社を設立し、協業を
推進しています。例えば、国際送金事業を行うSBIレミット
では日本からSBIグループの出資先である東南アジアの複数
の銀行への送金において、Ripple社の銀行向け送金システム
（「RippleNet」や「On-Demand Liquidity」）の活用を目指し、
SBI Ripple Asia（SBIグループとRipple社の合弁会社）と連
携しながらシステム開発を行っています。正式に東南アジアの
各銀行への送金接続が開始されたときには、SBI Ripple Asia
の提供するシステムを介した送金が、Ripple社の国際送金ネッ
トワークにおいて、5割程度を占めることが予想されます。
　また、SBIグループは貿易金融やホワイトラベルでのデジタ
ル通貨の発行・流通において、R3社のDLT基盤であるCordaを
活用するユースケースの拡大を進めています。2019年8月には、
SBIグループのパートナーである筑邦銀行によるデジタル地域
通貨「常

とこ

若
わか

通貨」の発行のサポートを行っており、引き続き、ほ
かの地域においても地域金融機関等と組んで、デジタル地域通
貨の発行を促進したいと考えています。

将来のグローバルスタンダードになり得る
送金・決済システムの構築

業、プリペイドカードサービス「JAL Global WALLET」は着実
に進展しており、会員数が募集開始から僅か10ヶ月で10万人を
突破しました。
　このほか、SBIグループは2019年10月にヤフー（株）を傘下
に持つZホールディングス（株）との提携を発表しており、証券・
FX・銀行の各種金融事業においてそれぞれ業務提携することで、
両グループにおける更なる顧客基盤の拡大や収益力の向上を
図っていきます。

参画する方々がそれぞれ互助の精神を持ちながら、地域金融機
関の企業価値向上や収益力強化に取り組む体制を構築します。
　「第4のメガバンク構想」と言っていますが、決して4つ目のメ
ガバンクを設立しようと考えているのではなく、全く異なるコ
ンセプトで、各地の地域金融機関が一体的に事業展開すること
で、メガバンクと同等のネットワークを築き、幅広い金融サー
ビスの提供や地域社会のデジタル化を推進するとともに、シス
テム等の共同利用による外部委託コストの削減を可能にするも
のです。つまり、ネットワークを構築することが地域金融機関
に対して新たな価値を生むといえます。
（「第4のメガバンク構想」については、P.7-8もご覧ください）
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創業以来掲げる「顧客中心主義」の徹底と積極的な株主還元を通じ
更なる企業価値の拡大と持続的成長を目指します。

　SBIグループでは、「企業価値」とは企業が顧客に提供する財・サービスの
本源的価値である顧客価値の創出が土台となり、株主価値、人材価値と相互
に連関する好循環を生み出すことによって一層増大していくものだと考え
ています。
　「顧客中心主義」をグループ全体で徹底することで、顧客価値を増大させ
ることができれば、それは業績の向上に寄与し、株主価値が増加します。そ
して、これによって優秀な人材の確保が可能となり、人材価値の向上につな
がります。優秀な人材が確保できればより良い商品・サービスを創出するこ
とができ、更に顧客価値が増大します。様々な施策を通じ、このような好循
環を生み出すことで、SBIグループは企業価値の持続的拡大を目指します。
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1株当たりの配当金の推移（円）

100

3つの価値の好循環を生み出すことで
企業価値を持続的に拡大

　株主の皆さまへの利益還元の充実は、株主価値を高めることにつながる
重要な経営施策の1つであると考えています。当社は、株主還元の基本方
針として、配当金総額と自己株式取得額の合計により算出される総還元性
向に関して、当面の間は原則として親会社の所有者に帰属する当期利益の
40%を下限として株主還元を実施することを謳っています。
　当期は、今上半期において国内株式市況や国内IPOマーケット等が低迷す
るなど、マクロ環境が決してSBIグループの主要事業にとって追い風ではな
い中でも、堅調に業績が推移したことや現在の株式市場の状況等を踏まえ、
5期連続での中間配当を決定し、前期同様、1株当たり20円の中間配当を実
施しました。期末における配当金額は未定としていますが、今期も業績に応
じた株主還元を積極的に実施する予定です。

　株主の皆さまにおかれましては、今後も自己変革を通じ成長を図るSBIグ
ループに、より一層のご理解、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

5期連続で中間配当を実施し、株主還元を充実

””““

「顧客中心主義」を
グループ全事業
で貫く

企業価値向上のメカニズム

株主価値の
向上

人材価値の
向上

顧客価値の
向上

顧客価値の高い
商品やサービス

の提供

役職員の待遇
向上

売上・利益の
増加

人材価値

顧客価値

株主価値
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特集： SBI Focus

　近年日本では、少子高齢化に伴う公的年金制度の
持続性への不安などを背景に、N

ニ ー サ

ISAやi
イ デ コ

DeCoといっ
た税制面で優遇を受けられる投資非課税制度が導入
され、経済を活性化しながら国民一人ひとりが老後
を見据えて資産形成を行える環境が整ってきました。
こうした中、2019年6月に金融庁より提出された「老
後に2,000万円が不足する」という内容が記載された
報告書の公表（のちに撤回）により、不安や不信感が
改めて取り沙汰されたことで、若年層を中心に資産
形成に対する意識が高まりつつあります。

SBIグループでは、20代から30代の若年層ユー
ザーがそれぞれ顧客基盤全体の半分を占める
グループ会社が4社あり、これらの会社間での
サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料
の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更
なる若年層ユーザーの獲得に繋げること
を目指しています。

　2019年4月に開業したSBIネオモバイル証券では、日本最大※の共
通ポイントサービスであり、生活に密着している「Tポイント」を使っ
た株取引をはじめ、月額サービス利用料をサブスクリプション方式と
し、取引ごとの負担を軽減するなど、若年層や投資未経験者の最初の
一歩を後押しするサービス「ネオモバ」を提供しています。実際に顧客

全体の50％以上が、20代から30代の若年層で、な
おかつネオモバで初めて株式の取引を行っている投
資家です。開業から僅か半年の10月末時点で既に16
万口座を突破しています。日々の生活で得たTポイ
ントを簡単に、少額から投資に使用できるサービス
を通じ、投資をより身近に感じてもらい、今後もよ
り多くの若年層・投資未経験者の資産形成における
最初の入口となることを期待しています。

※2019年2月末時点、Ｔポイント・ジャパン調べ。主要な共通
ポイントサービスの提携先店舗数を基準としています。

資産形成に対する
若年層ユーザーの意識

Tポイントを使って投資

▲

Tポイントを使って1株から少額投資が可能
▲

50%以上の顧客が若年層ユーザーや投資未経験者
▲

開業から半年で16万口座を突破

SBIグループは若年層ユーザーによる
資産形成を応援します 　  
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サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料サービス連携や相互送客を強めつつ、手数料
の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更の完全無料化等に向けた取り組みを進め、更
なる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げることなる若年層ユーザーの獲得に繋げること

一歩を後押しするサービス「ネオモバ」を提供しています。実際に顧客
全体の50％以上が、20代から30代の若年層で、な
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　暗号資産は国に関係なく世界共通の価値を持っているため、急なイ
ンフレなどで法定通貨の価値が落ちても影響されにくいといわれて
おり、その基盤である分散台帳技術についても利用シーンの
拡大が注目されています。
　SBI VCトレードは2019年7月から、顧客同士
の現物暗号資産の売買契約を媒介する取引所方
式での取り扱いを開始しました。今後もSBIグ
ループだからこそ提供できるセキュリティ環境
と、暗号資産の可能性を最大限に活かしたサー
ビスを提供していきます。

　Money Tapは、個人間の少額送金を、チャージ不要でスマートフォン上で安全・リアルタ
イムに行える日本初のアプリケーションです。Money Tapに接続している銀行であれば、自
行内・他行宛てを問わず、銀行口座や携帯電話番号、QRコード※を使った送金が24時間365
日可能です。現在、QRコードを使った決済サービスの提供を目指し、試験運用を行っている
ほか、2019年10月にはPayPay（株）との業務提携を発表しました。また、将来的にはSBIネ
オモバイル証券、SBI VCトレード、SBI FXトレードの各サービスへの入金を可能とするな
ど、各事業間での更なるサービス連携を通じ、キャッシュレス社会における若年層ユーザー
の獲得を加速させていきます。

※ QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。

銀行間での24時間365日即時送金を可能と
するスマートフォン用の無料送金アプリ

　外国為替保証金取引（FX取引）において、業界の中でも珍しくUSD/
JPYなら1米ドル、EUR/JPYなら1ユーロといったように最小取引単

位での取引を実現しているほか、業界トップクラスの26通
貨ペアの取引が可能です。このほかに、FXの仕組みを活用
して外貨への定時定額での少額投資を可能とするサービス
「積立FX」を提供するなど、外国通貨への中長期での投資
を実現したいとする顧客の様々なニーズに応える商品も
開発しており、FX取引初心者の方からプロの方まで、幅
広くFX取引の機会を提供しています。

透明性の高い暗号資産取引 業界最狭水準のスプレッドでFX取引

▲

最新鋭のセキュリティ環境による高い信頼性

▲

 米国NASDAQでも使用されているマッチングエンジンに
より瞬時の取引が可能

▲

1米ドル、1ユーロといった1通貨単位からの取引が可能

▲

 業界最狭水準のスプレッドと、業界最良水準のスワップ
ポイントを提供

手軽に、スピーディーに少額送金
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もっと知りたいSBI！

SBIグループのリソースを活用した収益性の高い内外の
運用商品の提供等を通じ、持続可能な運用収益の確保をサ
ポート

SBIグループがこれまでに培ったグローバルネットワーク
も活用した、新規投融資先の紹介

各行の事業基盤である各地域社会のニーズに応じた事業
承継・M&A機会の提供や新技術・サービスへのアクセスの
提供により、地域経済を活性化

魅力的な提携ローン商品や投資アドバイスツールの提供
のほか、デジタルマーケティングのサポートにより、地域
金融機関の顧客基盤の拡充を支援

各行のニーズに合わせたRPAによる業務改善提案など業
務の効率化を促進

店舗統廃合等による各行の遊休資産や取引先不動産の有
効活用を支援

これまでSBIグループは、どのように地域金融機関と関わり、関係性を強化してきたのですか？

2019年9月に（株）島根銀行、また11月に（株）福島銀行への資本参加が発表されましたが、
今後はどのように企業価値の向上を支援していくのか教えてください。

Q

Q

A

A

1 4

2 5

3 6

SBIグループ内の各金融事業体における商品・サービスの提供のほか、SBIグループや投資先ベンチャーが有する
最先端のテクノロジーの活用により、地域金融機関の企業価値向上を支援してきました。

SBIグループが有するあらゆる経営資源を最大限に活用
することで、（株）島根銀行や（株）福島銀行をはじめ今後
SBIグループと資本業務提携を行う各地域金融機関の
抱える経営課題の解決に貢献します。

　SBIグループはこれまでの約3年間で、地域金融機関と緊密な関係を構築してきました。今後は更に地域金融機関との
価値共創を深化させ、地方創生に貢献するべく、「第4のメガバンク構想」を掲げ、地域金融機関の収益力強化を図る取り
組みを推進していきます。ここでは、地域金融機関との価値共創についてのご質問にお答えします。

企業価値向上に向けて取り組む諸施策
共同記者会見の様子　左：（株）島根銀行　右：（株）福島銀行

地域金融機関との新たな価値の｢共創｣
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　SBIグループは本構想をサポートする機能充実のため、日本電気（株）（NEC）やPayPay（株）等の外部企業と次々に提携しなが
ら、参加各行への内外の投融資機会の提供や資産運用力の高度化に向けた提案のほか、本人確認業務（KYC）やAML/CFT※に関す
るシステムやATMの共通化、プライベートクラウドの共同導入等を進め、各行の収益力向上と経費削減を徹底して推進する仕組
みを作ります。
　様々な叡智を結集し、地域金融機関を一種の共同体として運営する体制を構築することで、各行の企業価値向上と収益力強化
に寄与し、延いては地方創生へ貢献していきます。

※マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策（AML/CFT）：Anti-Money Laundering and Combating the Financing of Terrorism

地域金融機関を含む様々な投資家と推し進める「第4のメガバンク構想」について簡単に教えて下さい。Q
A SBIグループが様々な投資家とともに、地域金融機関への投資を統括する会社を設立し、

この構想に参画する方々がそれぞれ互助の精神を持ちながら、地域金融機関の企業価値向上や
収益力強化に取り組む体制を構築するという構想です。

新会社のイメージ図 

出 資 出 資 

出 資 出 資 

共同出資会社
 （for West）

西日本の地域金融機関 東日本の地域金融機関

共同出資会社
 （for VC）

共同出資会社
 （for East）

地域金融機関への投資を統括する会社

出 資 

メガバンク・ 
有力地銀等

ベンチャー
キャピタル（VC）

国内外機関投資家 ・
事業会社

（ベンチャー企業を含む）
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SBI GROUP NEWS

金融サービス事業

「日本STO協会」を設立、
新たな資金調達手法へのルール整備を推進
　SBI証券は、証券会社5社（カブドットコム証券（株）、大和証券（株）、
野村證券（株）、マネックス証券（株）、楽天証券（株））と共同で、一般社
団法人日本STO協会を設立しました。
　セキュリティトークンオファリング（Security Token Offering 
=STO）は、有価証券（セキュリティトークン）をブロックチェーン等の
電子的手段を用いて発行し、取得の申し込み勧誘を投資家に対して実
施する資金調達手法（オファリング）で、欧米を中心に海外で注目を集
めています。日本では2019年5月に「情報通信技術の進展に伴う金融
取引の多様化に対応するための資金決済に関する法律等の一部を改正
する法律」が成立し、「電子記録移転権利」が規定されるなど、STOの普
及に向けた環境が整備されつつあります。
　同協会は、STOの今後の普及に対応し、業界の健全な発展を図るた
め、不公正取引やマネー・ローンダリングなどの違法行為を防止し、法
令遵守や投資者保護の徹底を目指します。2020年3月までに金融商品
取引法に基づく認定金融商品取引業協会としての認定を取得するため
に、自主規制の策定および体制の整備に取り組んでいます。
　なお、同協会の代表理事に当社代表取締役社長の北尾吉孝が就任し
ています。

めて転職をする傾向の強い専門職人材と「やりがい」を提供し得る地
域企業のマッチングを支援しています。
　SBIネオファイナンシャ
ルサービシーズは、SBIグ
ループの保有する地域金融
機関等とのネットワーク
を活用し、アスタミューゼ
（株）の「SCOPE」を広く地
域企業に提供することで、
人材不足の解消や事業の活
性化を通じた地方創生に貢
献していきます。

　SBIネオファイナンシャルサービシーズは、SBIグループが推進す
る「地方創生」プロジェクトの一環として地域金融機関等への新技術
の導入を支援していますが、新たに専門人材の採用を支援するアスタ
ミューゼ（株）と業務提携を行い、地域企業に対する雇用支援サービス
の提供を開始しました。
　同社は、従来の給与・勤務地・年齢、経験等の条件による人材マッチ
ングではなく、SDGsなど日本や世界が抱える社会課題を軸とした転
職採用プラットフォーム「SCOPE」を提供しており、「やりがい」を求

アスタミューゼ（株）との地域企業の
雇用促進に向けた連携

アスタミューゼ（株）との記者会見

アセットマネジメント事業

出資者向けにSBI AI&Blockchainファンドの
運用報告会を開催
　2019年10月、SBIグループが運用するSBI AI&Blockchainファ
ンドの運用報告会を実施しました。報告会には同ファンドへ出資い
ただいている地域金融機関や事業会社の方々など109社から138名
をお招きし、SBIインベストメント代表取締役執行役員社長の川島克
哉よりファンドの運営実績や出資者と投資先企業の協業状況、そし
て今後の運用に関する方向性などを説明しました。
　また当日は、上場を果たした企業を含む投資先ベンチャー企業27
社にも登壇していただき、各社の事業概況等を紹介するなど、出資
者の方々への積極的な情報
開示に努めました。報告会
終了後には、懇親会形式の
ネットワーキング会を設け
るなど、出資者と投資先企
業の皆さまが今後の事業展
開における意見交換や、協
業に向けた接点をつくる場
も提供しました。 ファンドの運用報告会の様子
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　5-アミノレブリン酸（ALA）を利用した健康食品、化粧品の製造・販
売等を行っているSBIアラプロモは、2019年3月に発売した機能性
表示食品「アラプラス 深い眠り」に続き、公式オンラインショップ「ア
ラ・オンライン」や、全国のドラッグストア等の販売代理店を通じ、機
能性表示食品「アラプラス からだアクティブ」を2019年10月より販
売しています。
　「アラプラス からだアクティブ」は「アラプラス 深い眠り」同様、機能
性関与成分としてALAを含み、加齢に伴い低下する運動効率を上げ、
運動量（運動する時間や量）の増進をサポートすることが報告されてい
ます。SBIグループでは、早くか
らALAに着目し、2015年にALA
を配合した初の機能性表示食品
「アラプラス 糖ダウン」を発売し
て以来、商品ラインナップを増
やしてきました。今後もALAの
様々な可能性を追求し、ALA関
連製品の販売を通じて、人々の
健康に貢献していきます。

E n v i r o n m e n t

バイオ関連事業

機能性表示食品
「アラプラス からだアクティブ」を新発売

で腫瘍部位が赤色蛍光を発し、腫瘍組織の識別を容易にすることが
できます。
　ML社及びフォトナミック社は北米最大規模のヘルスケア分野の公
的研究施設University Health Networkとがん領域において共同研
究を実施していましたが、現在はその成果を当社グループが引き継ぎ
ました。近年中に乳がんの光線力学的診断薬としての適応を取得し、
同時に販売ネットワークを活かしてML社の開発した光源装置の全世
界での発売を推進していくことで、当社グループのALA関連事業の更
なる拡大に大きく貢献すると考えています。

フォトナミック社によるモレキュライト社の
腫瘍領域事業の買収
　ドイツの当社子会社フォトナミック社は、カナダに新設する同社子
会社SBI ALApharma Canadaを通じ、医療機器開発を手掛けるカ
ナダのモレキュライト社（ML社）から、当社のALA関連事業との関連
性が高く、従来からフォトナミック社と提携関係にあった同社の腫瘍
領域の事業を買収しました。
　フォトナミック社はALAを利用した脳腫瘍の光線力学的診断のた
めの経口体内診断薬を製造していますが、この診断薬を患者に服用
させ、ML社の医療機器（光源装置）による青色励起光を当てること

岩手県遠野市で営農型太陽光発電が完成
　SBIエナジーが岩手県遠野市で開発を進めてきた「SBI遠野
第一ソーラーシェアリング発電所」が、2019年6月より運転を
開始しました。ソーラーシェアリング（営農型太陽光発電）と
は、農地に太陽光発電設備を設置し、農業と発電を同時に行う仕
組みで、農家の所得向上や雇用機会の創出、耕作放棄地の解消に
よる農業振興など、地域活性化の施策として注目されています。
　同発電所は、約1.9haの耕作放棄地を活用し、発電出力
1.2MW（メガワット）の発電事業を行うとともに、岩手県の特
産品「畑わさび」の栽培を行なっています。想定年間発電量は約
1,390MWh（20年平均）で、一般家庭約316世帯分の年間電力量
を賄うとともに、約702t-CO2/kWh※のCO2削減に貢献します。
　また、発電した電力
は固定価格買取制度
（FIT）を活用して売電
し、その収入の一部を
営農者や地域に還元
するなど、持続可能な
社会づくりにも貢献
しています。 SBI遠野第一ソーラーシェアリング発電所

アラプラス
深い眠り

※一定の電力を作り出す際にどれだけの二酸化炭素を排出したかを推し測る
指標で、実二酸化炭素排出量÷販売電力量で算出され、「kg-CO2/kWh」とい
う単位で表します。

アラプラス
からだアクティブ
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※1 2018年3月期～2020年3月期においてセグメント変更を行っているグループ会社がありますが、上記数値は当該会計年度における公表数値を使用しており、連続性がない場合があります。
※2 PBR=各期末当社東証株価終値÷1株当たり親会社所有者帰属持分　※3 証券会社特有の資産・負債勘定の影響を考慮した実質的な親会社所有者帰属持分比率
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 収益（売上高）（百万円）  税引前利益（百万円）
連結税引前利益に占める金融サービス事業
およびアセットマネジメント事業の割合（%）※1

 親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円）
 基本的１株当たり四半期利益（EPS）（円）

 親会社所有者帰属持分比率（%）

 実質的親会社所有者帰属持分比率（%）※3

   1株当たり親会社所有者帰属持分倍率
（PBR）（倍）※2

 独立社外取締役員比率（%）  グループ顧客基盤（万件）  連結従業員数（人）

● 金融サービス事業　
● アセットマネジメント事業
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金融サービス事業 アセットマネジメント事業 バイオ関連事業

　SBI証券では、トレーディング収益
が伸長した一方で、前年同期と比べ株
式市況が低調であったことと、2019
年4月に開業したSBIネオモバイル証
券における販促費等の先行コストが業
績の足を引っ張りました。しかし、持分
法適用関連会社の住信SBIネット銀行
は、住宅ローン残高の伸びや保有債券
の運用益の拡大から、経常利益（日本
会計基準ベース）が上半期として過去
最高の86億円となったほか、保険会 
社を傘下に有するSBIインシュアランスグ 
ループも前年同期比で増収増益となるな
ど、株式市況の影響を受けにくい事業の
拡大が奏功しました。
　その結果、今上半期の金融サービス事
業の業績は、収益が前年同期比1.1%増の
1,149億円、税引前利益は同23.7%減の
263億円となりました。

　リテール債権を中心に正常債権が順調
に拡大し、債権全体の延滞率も2.8%と
低位で推移している韓国のSBI貯蓄銀行
は、引き続き当セグメント業績における
安定的な利益源として大きく貢献してい
ます。加えて、IFRSに基づく保有銘柄の
各期末における公正価値の変動による損
益および売却益が、上場・未上場銘柄とも
に高水準で推移したことで、今上半期の
アセットマネジメント事業の収益は前年
同期比21.0%増の746億円、税引前利益
は同19.1%増の355億円となり、IFRS
適用以降初めて、上半期の税引前利益が
金融サービス事業を上回りました。
　F i n t e c hフ ァ ン ド や S B I  A I &  
Blockchainファンドからの投資先企業
の上場等が今後も続々と予定されており、
先進技術分野等への注力投資が中長期的に
利益に寄与してくることが期待されます。

　今上半期のバイオ関連事業は、選択と
集中の観点から第1四半期に持分法適用
関連会社であった窪田製薬ホールディング
スを完全売却したことに伴う売却損を計上
した一方で、「アラプラス 深い眠り」をはじ
めとする様々な機能性表示食品など5-アミ
ノレブリン酸（ALA）配合の商品ラインナッ
プを拡充するSBIアラプロモが順調に業容
を拡大しました。
　米国クォーク社では、腎移植後臓器機
能障害予防薬の新薬承認申請手続きへの
移行ができるか否かの米国食品医薬品局
（FDA）の判断が、2019年12月中に出る
見込みであり、FDAの結果の如何に関わ
らず、その後、同社の新規株式公開あるい
は保有株式の一部ないし完全売却を計画
しています。今後は当セグメントにおいて、
SBIバイオテックおよびALA関連事業以外
での大きな追加投資を行わない方針です。

114,899 百万円 74,569 百万円 2,083 百万円
（前年同期比 1.1% 増） （前年同期比 21.0% 増） （前年同期比18.0% 増）

（前年同期比 23.7% 減）

収益構成比率※ 収益構成比率※ 収益構成比率※

（前年同期比 19.1% 増） （前年同期は4,802百万円の損失）
26,274 百万円 35,455 百万円 ▲6,175 百万円

収益 収益 収益

税引前
利益

税引前
利益

税引前
損失

60.0
％

38.9
％

1.1
％

セグメント別業績の概況

※セグメント別の収益構成比率は、金融サービス事業・アセットマネジメント事業・バイオ関連事業の収益合計に対する構成比率を記載しています。
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事業年度
毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会
毎年6月

基準日
定時株主総会については3月31日です。
その他必要があるときは、あらかじめ公告して臨時に基準日を定めます。

期末配当の基準日
3月31日

中間配当の基準日
9月30日

単元株式数
100株

株主名簿管理人および特別口座管理機関
東京都中央区八重洲一丁目2番1号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

郵便物送付先
〒168-8507 東京都杉並区和泉ニ丁目8番4号 
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

電話お問合せ先
0120-288-324（フリーダイヤル） 
受付時間 9:00～17:00（土・日・祝日を除く）

公告方法
電子公告により行う※

公告掲載 URL
https://www.sbigroup.co.jp/investors/koukoku/

※  ただし、事故等やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載する方法により行います。

役員構成および大株主（上位10位）の状況につきましては、当社ウェブ
サイトにてご確認いただけます。

社名
英文表記
本社
事業内容
設立
資本金
従業員数

SBIホールディングス株式会社
SBI Holdings, Inc.
東京都港区六本木一丁目6番1号
株式等の保有を通じた企業グループの統括・運営等
1999年7月8日
92,018百万円
連結6,906名 単体217名

会社概要 株式メモ

発行可能株式総数
発行済株式総数
株主数

341,690,000株
 236,556,393株

117,642名

株式の状況

株価／出来高の推移

2019.092018.10 2019.01 2019.04 2019.07

1,000

3,000

2,000

4,000

出来高

株価

（千株）

（円）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

注）小数点以下第2位を切り捨てて表記しています。

自己株式 2.5

証券会社 2.0

国内金融機関 27.9

個人・その他 18.8

その他国内法人 0.3

外国法人等 48.2

所有者属性別株式分布状況（%）

会社概要・株式の状況・株式メモ
（2019年9月30日現在）
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株式メモ

株式に関するお問い合わせ先のご案内

株主総会で議決権を行使できます。
証券市場で売買できます。

（例）40株を所有されている場合

株主総会で議決権を行使できません。
証券市場で売買できません。

当社の売買単位である1単元（100株）に満たない株式のことをい
います。
単元未満株式（1株～99株）については、証券市場で売買すること
はできません。

単元未満株式をお持ちの株主さまは、市場価格で、単元株式（100株）にす
るために必要な株数を当社からご購入（買増制度）または単元未満株式を
当社に対し売却（買取制度）いただくことができます。

口座
管理機関

連絡先

東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

0120-288-324（フリーダイヤル）
受付時間 9:00～17:00（土・日・祝日を除く）

買増制度 買取制度
60株を、当社から市場価格で
ご購入いただけます。

当社が、40株を市場価格で
買い取らせていただきます。

証券会社の口座でお持ちの株式については、お取引先の証券会社
でお手続きください。また、特別口座でお持ちの株式については、
当社の特別口座の口座管理機関までお問い合わせください。

注） 特別口座に株式をお持ちの株主さまが、株式を売買される場合は、あらか
じめ特別口座から証券会社の口座への振り替えが必要となりますので、ご
注意ください。

単元未満株式（1株～99株）とは 買増制度・買取制度のご利用方法

単元株式 単元未満株式 特別口座の口座管理機関および連絡先

口座を開設されている証券会社へ
お問い合わせください。

  届出住所・姓名などのご変更
  配当金の受領方法・振込先のご変更
  単元未満株式の買取・買増請求（証券会社でお取引されている株主さま）

みずほ信託銀行（株）証券代行部へ
お問い合わせください。

 0120-288-324 （フリーダイヤル）
受付時間 9：00～17：00 （土・日・祝日を除く）

  特別口座に関する全てのお手続き・お問い合わせ
  郵便物の発送と返戻に関すること
  未払配当金の支払いや配当金領収書の紛失等のトラブルについて
  支払期間経過後の配当金について
  単元未満株式の買取・買増請求（特別口座をご利用の株主さま）
  その他、株式事務に関する一般的なお問い合わせ

単元未満株式（1株～99株）をお持ちの株主さまへ
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〈免責事項〉この報告書には、SBIホールディングス（株）およびグループ会社の現在の計画、戦略、
および将来の業績見通しに関する記述が含まれています。これらは各資料発表時点においてSBI
ホールディングス（株）の経営方針により、入手可能な情報およびSBIホールディングス（株）が合理
的であると判断した一定の前提に基づいて作成したものです。したがって、主要市場における経済
情勢やサービスに対する需要動向、為替相場の変動など、様々な要因の変化により、実際の業績は、
記述されている見通しとは異なる結果となり得ることをご承知おきください。
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SBIグループ代表 北尾吉孝の新著『心を洗う』が（株）経済界より発売されました。本書は12年前
の4月より書き続けている「北尾吉孝日記」の2018年9月から2019年8月までの1年分のブログの
中から抜粋したものを再構成して書籍化したもので、2008年9月出版の第1巻『時局を洞察する』か
ら数えて12巻目に当たります。

著者：北尾吉孝（SBIグループ代表）
発行：（株）経済界（2019/10/28）

SBIグループ創業20周年記念式典の様子

北尾 吉孝  最新著書
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